
（別紙３）            実施時期を前倒しして実施された措置事項例 

   ：規制改革推進３か年計画で、平成 14年度、15年度に措置することとされていた事項を前倒しで13年度に実施しているものは、以下の事項である。 

  

（ＩＴ関係） 

  規制改革推進３か年計画（平成13年 3月 30日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期  

事 項 名 

 

措   置   内   容 平成 13

年度 

平成 14

年度 

平成 15

年度 

 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

22 鉱業権設

定出願の際の

添付区域図の

電子化 

(経済産業省) 

鉱業権設定出願の際の添付区域図について、パソ

コンで作成した図面による提出を認めることについ

て、技術的又は制度的な課題解決の進展状況を踏ま

え検討する。 

検討 検討 

(結論) 

 (経済産業省) 

「鉱業法施行規則の一部を改正する省令」(平成13年経済

産業省令第 184 号、平成 13年７月13日施行)により、鉱業

権設定出願の際の添付区域図について、パソコンで作成した

図面による提出を可能とした。 

 

 

（金融関係） 

  規制改革推進３か年計画（平成13年 3月 30日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期  

事 項 名 

 

措   置   内   容 平成 13

年度 

平成 14

年度 

平成 15

年度 

 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

⑨現物出資型

の株価指数連

動型上場投資

信託の導入 

 （金融庁） 

  

現物出資型の株価指数連動型上場投資信託につい

て、我が国における需要やその商品の有用性、導入

に伴う制度面における問題点等について調査の上、

導入に向けて検討する。 

 

検討   （金融庁） 

先般の緊急経済対策において｢市場活性化に貢献すること

が期待される ETFの制度整備を進める｣とされたことを受け

て、「投資信託及び投資法人に関する法律施行令の一部を改

正する政令（平成 13 年政令第193 号）」等により、金銭信

託を原則とする証券投資信託の例外として、現物出資型の株

価指数連動型上場投資信託を導入した（平成 13年 6月 6 日

施行）。これを受けて平成13年 7月 13 日より、東証、大証

においてETF が上場され、取引が開始されている。 



（教育・研究関係） 

  規制改革推進３か年計画（平成13年 3月 30日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期  

事 項 名 

 

措   置   内   容 平成 13

年度 

平成 14

年度 

平成 15

年度 

 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

④障害児の就

学決定 

 （文部科学

省） 

ａ 障害のある児童生徒の就学について、早期から

の教育相談の充実や教育委員会の就学指導体制の整

備充実を図るための方策について検討する。 

 

検討 検討 

（結論） 

 

 

（文部科学省） 

教育相談の充実や就学指導体制の整備充実を図るた

めに、計画を前倒して、平成 13 年度より、全国の都道

府県の教育委員会に委嘱し、医療、福祉関係機関と連携

した相談支援体制を整備する教育相談体系化推進事業

を行っている。 

②大学院にお

ける通信制博

士課程の設置 

 （文部科学

省） 

現在、大学学部及び大学院修士課程については、

通信制課程を設置することが制度上可能となってい

るが、今後、社会人等の多様なニーズにこたえてい

くため、大学院博士課程においても通信制課程を設

置することについて検討する。 

検討 検討 

（結論） 

 （文部科学省） 

平成14 年２月の中央教育審議会答申「大学等における社

会人受入れの推進方策について」を踏まえ、平成 14年 3 月

28日に「大学院設置基準」の改正を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（雇用・労働）  

  規制改革推進３か年計画（平成13年 3月 30日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期  

事 項 名 

 

措   置   内   容 平成 13

年度 

平成 14

年度 

平成 15

年度 

 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

ａ 有料職業紹介事業における職業紹介責任者につ

いて、改正職業安定法の施行状況等を踏まえ、法施

行３年後の制度全体の見直しを行う際に、以下の取

組について検討を行う。 

(a)  職業紹介責任者の設置要件（人数）の見直し 

(b) 人事異動の都度必要とされる同責任者の変更

届出手続の簡素化 

(c) 講習制度について、その在り方及び講習内容の

見直し 

 

 検討  職業紹介事業制度全体の在り方等について、平成１３年８

月３１日から労働政策審議会で見直し検討を開始（調査・検

討の結果を踏まえ、結論を得る。）。（厚生労働省） 

ｆ 有料職業紹介事業において求職者からの手数料

徴収が認められる範囲の見直しについて、改正職

業安定法の施行状況等を踏まえ、法施行３年後の

制度全体の見直しを行う際に、検討を行う。 

 

 検討 (厚生労働省） 

「平成14年厚生労働省職業安定局長通達」により、国外

にわたる職業紹介を実施する場合について、相手先国の関係

法令の日本語訳の提出を不要とした。（平成 14 年２月 16

日施行） 

ア 雇用制度 

①民営職業紹

介事業に係

る規制 

（厚生労働

省） 

  

 

 

 

 

ｇ 無料職業紹介事業の許可制の在り方について、中

長期的には抜本的に見直しを行うこととし、改正後

の無料職業紹介事業制度の活用状況等を勘案しつ

つ、法施行３年後の制度全体の見直しの際にその一

環として検討を行う。 

 

 検討  職業紹介事業制度全体の在り方等について、平成１３年８

月３１日から労働政策審議会で見直し検討を開始（調査・検

討の結果を踏まえ、結論を得る。）。(厚生労働省) 

 

 



②労働者募集

に係る規制 

 （厚生労働

省） 

 

ａ 委託募集について、改正職業安定法の施行状況等

を踏まえ、許可制の在り方について法施行３年後に

おける職業紹介事業法制全体についての見直しの

際に検討する。 

 

 検討 職業紹介事業制度全体の在り方等について、平成１３年８

月３１日から労働政策審議会で見直し検討を開始（調査・検

討の結果を踏まえ、結論を得る。）。（厚生労働省） 

 

ａ 「物の製造」の業務を労働者派遣事業の対象とす

ることについて、改正労働者派遣法の施行状況等を

踏まえ、法施行３年後の制度全体の見直しの際に検

討を行う。 

 

 検討 労働者派遣制度全体の在り方等について、平成１３年８月

３１日から労働政策審議会で見直し検討を開始（調査・検討

の結果を踏まえ、結論を得る。）。（厚生労働省） 

 

 

ｂ 労働者派遣に係る手続の簡素化について、改正労

働者派遣法施行３年後の制度全体の見直しを行う

際に、所要の検討を行う。 

 

 検討 労働者派遣制度全体の在り方等について、平成１３年８月

３１日から労働政策審議会で見直し検討を開始（調査・検討

の結果を踏まえ、結論を得る。）。（厚生労働省） 

 

ｄ 一般労働者派遣事業の許可制度の在り方につい

て、改正労働者派遣法の施行状況等を踏まえ、法施

行３年後の制度全体の見直しの際に、必要な検討を

行う。 

 

 検討 労働者派遣制度全体の在り方等について、平成１３年８月

３１日から労働政策審議会で見直し検討を開始（調査・検討

の結果を踏まえ、結論を得る。）。（厚生労働省） 

 

③労働者派遣

事業に係る規

制 

（厚生労働

省） 

 

ｅ 派遣元責任者の選任の在り方について、改正労働

者派遣法の施行状況等を踏まえ、法施行３年後の制

度全体の見直しの際に検討する。 

 

 検討  労働者派遣制度全体の在り方等について、平成１３年８月

３１日から労働政策審議会で見直し検討を開始（調査・検討

の結果を踏まえ、結論を得る。）。（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

 



（住宅･土地、公共工事関係）  

  規制改革推進３か年計画（平成13年 3月 30日閣議決定）における決定内容 

実 施 予 定 時 期  

事 項 名 

 

措   置   内   容 平成 13

年度 

平成 14

年度 

平成 15

年度 

 

講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 

⑥マンション

建て替えの円

滑化 

 （法務省、国

土交通省） 

 

 

マンション建て替えについて、現行の建物の区分

所有等に関する法律の問題点を整理し、見直しにつ

いての検討を進めるとともに、必要に応じて住宅政

策の見地からも、マンションの建て替えが円滑に実

行できるための方策について検討する。  

（次々期通常国会に関係法案提出予定） 

 

 

検討 結論（法

案提出） 

 （国土交通省） 

第154 回通常国会に「マンションの建替えの円滑化等に関

する法律案」を提出。 

②公共工事に

おける設計・

施工一括発注

方式の導入  

（ 国 土 交 通

省） 

設計・施工の分離発注の例外として、事業の性格

等を考慮しながら設計・施工一括発注方式の導入に

ついての結論を得て、所要の措置を講ずる。 

 

結論 措置  （国土交通省） 

「設計・施工一括発注方式導入検討委員会」がとりまとめた

設計・施工一括発注方式の基本的方向に関する報告書に基づ

き、当該方式が適していると判断される工事について実際に

工事を実施したところ。 

  

 


